


本日の中期戦略説明会の位置づけ

中期戦略説明会資料
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本説明会の位置づけ

2022年からスタートした5ヵ年経営ビジョンは、本年度が最終年度となります
経営戦略の全体像を含む3ヵ年の新中期経営計画は、2027年に改めて公表予定です
本日は、5ヵ年経営ビジョンの現時点での総括と、今後の方向性の共有を目的としています

本日お伝えすること

課題として認識している収益性・資本効率の向上に向けた考え方について
2027年から始まる3ヵ年の新中期経営計画で実現していく定量イメージについて
その定量イメージ実現の軸となる、エリア別の事業戦略と経営の重点テーマについて

❶

❷



Executive Summary
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エリア戦略を通じた、収益性と資本効率の向上
— 5大陸をつなぐ世界No.1ブランドを目指して —

国内 米州 欧州 アジア

事業戦略
営業・サービス基盤を軸とした成熟
市場での成長と安定収益基盤の強化

グループ会社間連携を軸とした
成長と収益性の両立

守りの収益基盤と成長エンジンの
組み合わせ

成長市場における確実性を
重視した持続的な成長

2029年目標
+4〜5％ +13％ +3％ +8％

15％ 13％ 13％ 15％以上
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2026年
5ヵ年ビジョン

2026年予想 総評

売上高 4,500億円 5,200億円 達成

調整後
営業利益率

14.0％ 13.1％ 改善進展も未達

ROE 12.0％ 10.1％
超インフレ会計
M&A影響など

■ 5ヵ年経営ビジョンに対する見通し

指標 2025年実績 2029年目標

収益性・効率性

ROIC 12.3％ 14％

ROE 10.1％ 14％

調整後営業利益率 12.6％ 15％

規模・成長性 売上高 4,859億円 6,500億円

財務基盤 期末現預金 1,771億円 1,500億円以下

■ エリア戦略の方向性

■ 2029年 財務目標（全社）

売上高CAGR
（25→29年）

調整後
営業利益率
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過去から現在への成長トレンド
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当社は国内市場での事業基盤を起点に、戦略的なM&Aと事業拡大を進めてきました。2020年には新型コロナウイルス感染拡大の影響
で一時的な落ち込みがあったものの、その後は海外事業の成長を取り込みながら、売上規模を着実に拡大してきました。

22.7％ 34.6％ 30.3％ 53.3％

46社 57社 51社 62社

10,238名 12,634名 12,555名 17,041名

1,308 
1,700 1,661 

2,267 
385 

901 721 

2,591 

0

1,750

3,500

5,250

7,000

2010年実績 2015年実績 2020年実績 2025年実績

売上高 国内(億円) 売上高 海外(億円)

連結CAGR

+9.0％

連結CAGR

▲1.7％

連結CAGR

+15.3％

 13年1月

 13年7月

ウェスタン買収
ジャクソン事業取得
マコム買収

 25年1月
 25年2月
 25年4月
 25年6月

キャノンマーケティング事業買収
アリコ買収
リビングテクノロジー事業買収
SCC買収

 24年3月
 24年5月

オズティ連結子会社化
テクノラックス買収
HKRイクイップメント買収

 22年7月
 22年10月
 22年12月

ブレマ買収
ナオミ買収
ロイヤルキッチン買収

海外売上高比率

連結子会社数

従業員数

連結売上高

1,693億円

連結売上高

2,601億円 連結売上高

2,383億円

連結売上高

4,858億円
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営業利益率・資本効率・株価の推移と課題認識
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売上規模は拡大している一方で、近年においては営業利益率および資本効率が過去の水準まで回復しておらず、株価も伸び悩む状況が
続いています。

2010年実績 2015年実績 2020年実績 2025年実績

PER 12.21倍 32.24倍 59.94倍 19.35倍

PBR 0.98倍 3.15倍 2.88倍 1.88倍

EPS 123.31円 234.47円 158.00円 269.66円

BPS 1,528.96円 2,400.96円 3,288.35円 2,772.73円

※2020年以前の株価は、株式分割後水準に換算

※調整後営業利益率は、営業利益から企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出

9.1%

13.5%

7.9%

12.6%

8.2%

12.2%

7.7%

10.7%

8.3%

10.1%

4.8%

10.1%

4.0%

7.0%

10.0%

13.0%

16.0%

調整後
営業利益率

営業利益率

ROE
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0

1,750

3,500

5,250

7,000

株価

753円

2010年実績 2015年実績 2020年実績 2025年実績

5,213円



5ヵ年経営ビジョンの進捗と総括（財務）
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2026年
5ヵ年ビジョン

2026年予想 総評
地域ごとの評価

国内 米州 欧州 アジア

売上高
4,500億円

内新規M&A
500億円

5,200億円
内新規M&A

650億円

○
達成

○ × ○ ○

調整後
営業利益率

14.0％ 13.1％
×

改善進展も未達

× × ×
インド：○
その他：×

全社的に改善が進展する見通しであるものの、部材価格・人件費等の想定超過や一部地
域の構造課題により、目標には至らない見通し

ROE 12.0％ 10.1％
×

超インフレ会計・
M&A影響

調整後営業利益の未達に加え、以下影響により目標には至らない見通し
 超インフレ会計影響やのれん償却等による営業利益率の押し下げ
 のれん償却費の増加に伴う実効税率の上昇等による当期純利益率の押し下げ

国内需要の回復取り込みおよび戦略的M&Aの実行を通じて、グ

ループ全体の事業規模は着実に拡大

利益成長および資本効率の改善が進展せず、地域間の成長・収益

性格差やグループシナジーの発現には課題が残存

※新規M&Aはブレマ、オズティ、ロイヤルキッチン、TLX HKR PH、アリコ、SCC

成果

■ 5ヵ年経営ビジョンに対する見通し

■ 5ヵ年経営ビジョンの成果と課題

課題
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5ヵ年経営ビジョン最終年度となる2026年12月期において、売上高は概ね想定どおり推移する見通しです。一方、積極的なM&A投資
や外部環境の変化を背景に、調整後営業利益率およびROEは当初目標に対して未達となる見通しです。

評価前提：2026年5か年ビジョンおよび2026年予想は、同一為替レート前提で評価



調整後営業利益率・ROEの増減分析（対5ヵ年経営ビジョン）
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調整後営業利益率及びROEは、5ヵ年経営ビジョン策定時の想定を上回る部材価格および人件費等のコスト上昇の影響を受け、当初計画
を下回る見通しです。

9

■ 調整後営業利益率増減
(2026年5ヵ年ビジョン 対 2026年予想)

■ ROE増減
(2026年5ヵ年ビジョン 対 2026年予想)

2026年
5ヵ年ビジョン

2026年
予想

①国内
▲0.8%

②米州
▲0.8%

③欧州
▲0.0%

④アジア
+0.6%

利益率効果
▲2.4%

回転率効果
+0.2%

2026年
予想

2026年
5ヵ年ビジョン

レバレッジ効果
+0.2%

14.0%

13.0%

12.0%

15.0%

11.0%

12.0%

11.0%

10.0%

9.0%

13.0%

超インフレ会計影響

▲1.3pt

自己株式取得の貢献もあり改善

（2024年 200億円、2026年 300億円）

調整後営業利益率増減の内訳

①国内 売上総利益率：部材コスト上昇等により当初計画に対し大きく悪化 ／ 販管費率：当初計画通り

②米州 売上総利益率：値上げ効果等もあり当初計画を上回る ／ 販管費率：人件費およびIT関連費用、プロモーション費用等の増加により大きく悪化

③欧州 売上総利益率：当初計画を若干上回る ／ 販管費率：当初計画より若干悪化

④アジア 売上総利益率：ウェスタン（インド）の増販効果等により当初計画を大きく上回る ／ 販管費率：投資および人件費の増加等のため当初計画より若干悪化



マテリアリティ ありたい姿との関連性 目標値・年 2025年実績

気候変動への
対応

世界的な気候変動問題に対し、快適な食
環境の提供(ビジネス)を通じて、環境課
題解決に貢献

2030年までにCO2排出量
(スコープ1&2)30%削減(2023年比)

スコープ１＆２CO2排出量：-2.4％(2023年比)※

※2024年実績。2025年実績は算定中

持続可能な
サプライチェーン
マネジメント

環境や人権に配慮したサプライチェーン
により、廃棄物を最小限に抑え、健康で
安全な労働条件を促進

①調査質問票を策定(2023年)重要取引先様回答回収
率95％以上(2026年)(ホシザキ)
②工場方針説明会への重要取引先様出席率95％以上
(2026年)(ホシザキ)

①調査質問票重要取引先様回答回収率：100％
②工場方針説明会への重要取引先様出席率：
95.3％※

※欠席者については後日、個別説明済み

新たな顧客価値の
創造

お客様を取り巻く環境変化を迅速に
キャッチし、変化へ柔軟に対応したモノ
づくり、サービスビジネスを創造

①飲食外売上高1,000億円(2026年)(国内)
②自然冷媒採用製品売上高(国内)350億円(2026年)

①飲食外売上高(国内)：1,003億円
②自然冷媒採用製品売上高(国内)：294億円

安心・安全な
食環境づくりへの
新たな提案

多様化する食環境の変化に対して、安全、
安心な製品やサービスを提供し、人々の
豊かな暮らしに貢献

サービス売上高522億円(2026年)(国内) サービス売上高(国内)：530億円

社員の働きがいの
向上

すべての社員が多様な価値観を共有し、
互いに尊重しあい、誇りを持って働く、
活力あふれる職場風土への進化

①女性管理職(課長相当職以上)50名、女性役職者
(係長相当職以上)300名(2025年)(国内)
②社員満足度調査スコアの向上(国内)
③エンゲージメント調査グローバルカバー率の向上
(グローバル)

①女性管理職：57名、女性役職者：308名
②社員満足度調査スコア(国内)：前年比+0.04pt
③米州6社(前年比+1社)、欧州4社(前年比+2社)に
てエンゲージメント調査実施

経営基盤の強化
コーポレート・ガバナンスの強化および
コンプライアンスの徹底により、社会か
ら信頼される経営の実践

①重大なコンプライアンス違反なし(グローバル)
②社員全員へのコンプライアンス教育実施(グロー
バル)

①コンプライアンス・リスク管理委員会の開催
②国内・海外のすべてのグループ会社でコンプラ
イアンス研修を実施

5ヵ年経営ビジョンの進捗と総括（非財務）

中期戦略説明会資料
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経済価値および社会・環境価値の両軸での成長を目指し、6つのマテリアリティ（重要課題）を設定。各領域において目標を定め計画的
に取り組みを進めてきました。
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パーパス（存在意義）
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私たちホシザキグループは

多様化する「食」に対するニーズの変化に対応し

お客様のみならず 社会に貢献できる

「進化する企業」であることを目指します

これを満たすため

独自の技術に基づくオリジナル製品を創造し

より快適でより効率的な

食環境へ向けての新たな提案と

迅速かつ高品質なサービスを提供します

お客様のみならず、社会に貢献できる

「進化する企業」
であることを目指します

存在意義
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企業価値向上に向けた次期中期経営計画の戦略方向性

中期戦略説明会資料

■ 企業価値向上に向けた今後の戦略方向性

次期中期経営計画期間（2027年〜2029年）においては、
利益成長を見据えた構造改革を通じて、

資本効率および利益率の改善を進め、企業価値向上を目指します。

競争優位性を有する営業・サービス
連携の一段の強化

重点顧客への拡販及び生産性改善・
効率化の徹底による利益率の向上

国内 海外 共通

既存買収会社へのPMI強化によるシ
ナジー創出の早期化・利益率の向上

米州と欧州の期待利益成長実現に向
けた競争戦略の推進

投下資本利益率、特に投下資本回転
率をより意識した経営の実践

新規優良案件の開拓、成長のための
技術・設備投資の強化・継続
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次期中期経営計画（2027〜2029年）における財務目標
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次期中期経営計画では、収益性および資本効率の向上を明確な目標として掲げ、企業価値の持続的な成長を実現していきます。

指標 2025年実績 2029年目標

収益性・
効率性

ROIC（※1） 12.3％ 14％

ROE 10.1％ 14％

調整後営業利益率（※2） 12.6％ 15％

規模・
成長性

売上高
（新規M&A除く）

4,859億円 6,500億円

2029年期末における想定資本コストは6〜7％を見込む

■ 2029年 財務目標（全社）
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※1 セグメントROIC=調整後営業利益（税引後）÷（（形固定資産・のれん・使用権資産・無形資産）+ 棚卸資産 + 営業債権 − 営業債務）
※2 調整後営業利益率は、営業利益から企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出



資本効率経営への変革（1/2）

ROICを活用した資本効率の改善、BS経営を推進し、企業価値向上の実現を目指します。各エリア・各社別でROIC目標を設定し、
PDCA管理を実行することで営業利益率のみならず投下資本回転率の改善も含めた資本効率の向上を目指します。

中期戦略説明会資料

エリア別ROICの現状エリア別および連結ROIC（現状と目標）

※ROIC＝ 調整後営業利益（税引後）÷（（有形固定資産・のれん・使用権資産・無形資産）＋棚卸資産＋営業債権－営業債務）
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 国内は、営業利益率の高さに加え、在庫・運転資本の効率性を背景に高
いROIC水準。

 海外では、アジアはインドの高利益率により高いROICを確保している。

 米州・欧州では成長投資および売上拡大に伴うのれん・固定資産・運転
資本の増加により、投下資本回転率が低下し、ROICが抑制されている。

次ページにてROIC改善の詳細を説明させていただきます。

0.0%

20.0%

40.0%

連結 国内 米州 欧州 アジア

2025年実績

2029年目標

WACC
6〜7%

+1.5Pt.

+6.0Pt .

+4.5Pt . +3.0Pt .

+0.5Pt .



資本効率経営への変革（2/2）

ROICを活用した資本効率の改善、BS経営を推進し、企業価値向上の実現を目指します。各エリア・各社別でROIC目標を設定し、
PDCA管理を実行することで営業利益率のみならず投下資本回転率の改善も含めた資本効率の向上を目指します。

中期戦略説明会資料

事業の収益性
改善

投下資本回転率
の向上
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全
社
共
通
施
策
の
実
施

規律ある成長投資の実施

 M&A・設備投資実施前後の経済性検証強化

 のれんを意識した買収後シナジーの実現

運転資本回転率の向上・CCC短縮

 売上債権の管理強化

 利益率に応じた決済期日の設定・前受金獲得

 PSI改善・リードタイム短縮による在庫削減

固定資産回転率の向上

 生産効率改善やキャパシティ増の設備投資

 市場ニーズを捉えた新製品投入への投資

ROICの向上

各エリアでの収益性向上

ROIC向上に向けた取り組みエリア別ROIC分解（投下資本回転率×営業利益率）

※ROIC＝ 調整後営業利益（税引後）÷（（有形固定資産・のれん・使用権資産・無形資産）＋棚卸資産＋営業債権－営業債務）

投下資本回転率

営業利益率

0.70

2.10

3.50

8.0% 14.0% 20.0%

2025年
実績

2029年
目標

国内

米州

欧州

アジア



中期効率性改善のポイント（調整後営業利益率・ROE）

中期戦略説明会資料
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■ 調整後営業利益率増減
(2025年実績 対 2029年目標)

■ ROE増減
(2025年実績 対 2029年目標)

次期中期経営計画では、収益力の強化と資本効率の向上を両輪とし、エリア戦略の実行による利益率改善と、ROICを軸とした効率性
改善を着実に進めていきます。

 地域特性に応じた収益改善施策により、全社ベースで段階的な改善を図る

 国内は売上総利益率と販管費率をバランスよく改善

 米州および欧州は販管費率を重点的に改善

 アジアは高い収益水準を維持しつつ成長を継続

 利益率・資産回転率・財務レバレッジの改善によりROEの向上を目指す

 収益性改善による利益率向上が、最大の押し上げ要因

 各エリアでのROIC改善の取り組み強化により資本回転率の向上を図る

 財務レバレッジは健全な財務運営のもと、自己資本を適正に管理

2025年
実績

2029年
目標

アジア
+0.0%

欧州
+0.5%

米州
+1.0%

国内
+0.9%

※SCCの企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定し調整

2025年
実績

2029年
目標

利益率効果
+2.4%

回転率効果
+1.3%

レバレッジ効果
+0.6%

2025年
実績(調整)

SCC調整※
▲0.4%

15.0%

14.0%

13.0%

16.0%

12.0%

12.0%

8.0%

4.0%

2.0%

16.0%



中期成長拡大のポイント（売上高・調整後営業利益）

中期戦略説明会資料
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次期中期経営計画ではエリア戦略を着実に進め、売上成長と収益性改善の両立を図っていきます。

■ 売上高増減※
(2025年実績 対 2029年目標)

2025年
実績

2029年
目標

アジア
CAGR
+8%

■ 調整後営業利益増減※
(2025年実績 対 2029年目標)

欧州
CAGR
+3%

米州
CAGR
+13%

国内
CAGR

+4〜5%

フォーゲルを
除いたCAGR

+6％

2025年
実績

2029年
目標

アジア
CAGR

+5%以上

欧州
CAGR
+16%

米州
CAGR
+26%

国内
CAGR
+8%

フォーゲルを
除いたCAGR

+16％

 国内・米州・アジアを中心としたオーガニック成長及び新規連結により売

上高を拡大（2027年 にフォーゲルを連結子会社化予定）

 米州ではSCC・フォーゲルを含むグループ連携によるクロスセルが寄与

 売上成長に加え、エリア戦略を通じ売上総利益率を改善するとともに、

販管費率の圧縮・低減を図ることで収益性改善に努め利益拡大を目指す

7,000

6,000

5,000

4,000

8,000

1,000

800

600

400

1,200

※当該期間中の新規M&Aは上記計画には含まず

連結
CAGR
+12%

フォーゲルを
除いたCAGR

+11％

連結
CAGR
+7%

フォーゲルを
除いたCAGR

+6％

※当該期間中の新規M&Aは上記計画には含まず

（億円） （億円）



資本政策

中期戦略説明会資料

成長戦略の実行を最優先に経営資源を配分しつつ、株主還元を含めて適切にキャッシュを活用することで、資本効率と財務健全性を意
識した資本政策を推進します。

戦略投資

設備投資
エリア戦略に基づく成長投資・基盤強化
増産設備、研究開発、維持更新設備、人的資本、ITインフラ、ESG投資

M&A シナジーや収益力を踏まえた、投資採算が見込める優良案件

財務規律

項目 定義

安全資金
緊急時における人材リテンション資金
 連結売上高が一定程度減少した際にも人材を維持したま

ま一定期間事業を継続するための資金

運転資金
事業活動のために必要な運転資金
 連結売上高の月商2ヵ月分で計算

キャッシュアロケーション 財務方針

必要な投資と安定配当を実施し、かつ財務規律の範囲内であることを前提に、ROE
14％およびROIC14％の目標に沿った適切な自己資本水準への管理・抑制を実行

株主還元

配当 配当性向40％以上

自己株式取得
成長・戦略投資及び最適キャッシュポジションの実現等を総合的に勘案
しつつ、柔軟かつ機動的な自己株式の取得を検討

2026年計画 2029年目標

期末現金
1,500億円

期末現金
1,500億円

自己株式取得
300億円

株

主

還

元

最低必要現金水準
1,500億円以下

営業CF
1,800億円

1,800億円

650
億円

19

配当
650億円

自己株式取得

戦

略

投

資
M&A投資

設備投資
500億円



設備投資戦略

中期戦略説明会資料

設備投資の推移（2018〜2025年） 次期中期経営計画（2027〜2029年）における設備投資計画

グループの成長を支える設備投資は、これまで着実に実行してきました。今後も、市場成長性・競争優位性・投資回収の確度を重視し、
将来の成長と資本効率の両立に資する設備投資を継続していきます。

23
32

21 24
42 50

97 105

20
21

13 13

17

36

41
34

0

40

80

120

160

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

設備投資 国内(億円) 設備投資 海外(億円)

区分 投資額
主な投資内容

成長 収益性向上

国内 150億円

 新製品開発投資

 他社とのアライアンス

強化

 サービスの新技術投資

 ESG関連投資

 ERPシステムの導入、

更新

 新規設備導入・更新

(生産性向上)

海外 350億円

 新製品開発投資

 生産規模・キャパシ

ティー拡大投資

 ESG関連投資

 ERPシステムの導入、

更新

 新規設備導入・更新

(生産性向上)

20



海外成長を支える設備投資戦略

中期戦略説明会資料
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2025年
実績

2029年
目標

海外における各市場の成長性や特性を捉え、エリア戦略を力強く推進することで事業拡大・成長を実現していくため、当社グループの
技術力を生かした製品開発や増産対応のための設備投資を継続し、主要製品の生産・販売の拡大を進めます。

海外売上高の製品別成長内訳 製品別売上成長を支える主な設備投資

製氷機

冷蔵庫※
ディスペンサー

食器洗浄機

その他

製品 主な設備投資

製氷機
 高機能型製品開発（米/欧）
 新工場増設・拡張含む増産対応（欧）
 維持更新含む高効率設備導入（米/欧）

冷蔵庫

 高機能型製品開発（米/欧/アジア）
 中低価格帯製品開発（米/アジア）
 新工場増設・拡張含む増産対応（アジア）
 維持更新含む高効率設備導入（米/欧/アジア）
 リスク回避投資（欧/アジア）

ディスペンサー
 高機能型製品開発（米）
 新工場増設・拡張含む増産対応（米）

食器洗浄機
 新工場増設・拡張含む増産対応（米）
 維持更新含む高効率設備導入（米/欧）

※ 冷蔵庫にはショーケース、ディープフリーザーを含む。SCCおよびフォーゲルを含む。

製品以外 主な設備投資

IT  ERP投資などのIT投資

IT以外
 ESG投資（太陽光パネル、福利厚生施設整備等）
 販売プロモーション投資（ショールーム等）

（億円）



(20)

50

120

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

（億円）

0

M&A戦略

中期戦略説明会資料

これまで実施してきたM&Aは、概ね利益成長に寄与しており、特にインドのウェスタンは近年高い利益成長を実現しています。
一部の会社での成長に課題はあるものの、PMI・事業成長に取り組むと共に、今後も財務規律を重視したM&Aを実行していきます。

財務規律
（投資前）

 M&Aを成長戦略の一手段と位置づけ、シナジーの確度や統合後の
収益力を踏まえ、投資採算が見込める優良案件に注力。

 ターゲット先選定のためのM&A5原則
• 儲かっている会社（営業利益率10％以上）

• 優秀な経営者のいる企業

• シナジー効果の見込める企業

• ある規模以上の企業（売上高数十億円以上）

• 上昇志向を持っている会社（現状に満足していない）

 具体的ターゲット候補
• 高付加価値・規模感のあるブランド力を持つメーカー

• 販売網の強化・シナジー創出ができる販売チャネル

財務規律
（投資後）

 ROICを軸に継続的なモニタリングを行い、想定した投資回収や
収益性が達成できない場合には、戦略や資源配分の見直しを機動
的に実施。

次期中期経営計画（2027〜2029年）におけるM&A戦略M&A会社における営業利益の成長推移

ウエスタン

ランサー

オズティ

ブレマ

テクノラックス

HKR
イクイップメント

SCC

ロイヤルキッチン

マコム

ジャクソン
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マテリアリティ ありたい姿との関連性

気候変動への
対応

世界的な気候変動問題に対し、快適な食
環境の提供(ビジネス)を通じて、環境課
題解決に貢献

持続可能な
サプライチェーン
マネジメント

環境や人権に配慮したサプライチェーン
により、廃棄物を最小限に抑え、健康で
安全な労働条件を促進

新たな顧客価値の
創造

お客様を取り巻く環境変化を迅速に
キャッチし、変化へ柔軟に対応したモノ
づくり、サービスビジネスを創造

安心・安全な
食環境づくりへの
新たな提案

多様化する食環境の変化に対して、安全、
安心な製品やサービスを提供し、人々の
豊かな暮らしに貢献

社員の働きがいの
向上

すべての社員が多様な価値観を共有し、
互いに尊重しあい、誇りを持って働く、
活力あふれる職場風土への進化

経営基盤の強化
コーポレート・ガバナンスの強化および
コンプライアンスの徹底により、社会か
ら信頼される経営の実践

非財務目標の方向性

中期戦略説明会資料

65,098 63,505

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2023年 2024年 2030年目標

143
197 200 205 219 233

308

7.1%

9.3% 8.9% 8.8% 8.7% 9.0% 9.2%

-3.0%

2.0%

7.0%

12.0%

0

200

400

600

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2030年目標

気候変動への対応

社員の働きがいの向上

係長以上職に占める女性比率(％)係長相当職以上の女性役職者数(人)

■ CO2排出量(スコープ1＆2)の推移と2030年目標値(t-CO2e)

CO2e(t)

■ 係長相当職以上の女性役職者の人数と比率(ホシザキおよび国内販売会社)

※スコープ3まで含めた目標値は2027年以降に開示予定

10.0％

350

2023年度比

30％削減

2050年
実質ゼロ
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6つのマテリアリティ（重要課題）を軸に、非財務面においても中長期的な取り組みを進めています。



中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04

- エリア戦略の考え方

- 国内 事業戦略

- 米州 事業戦略

- 欧州 事業戦略

- アジア 事業戦略
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国内と海外の事業戦略の考え方

中期戦略説明会資料

地域特性に応じた戦略の実行を通じて、成長・収益性・資本効率の最大化を図ります。

25

国内 米州 欧州 アジア

営業・サービス基盤を軸とした成熟

市場での成長と安定収益基盤の強化

グループ会社間連携を軸とした

成長と収益性の両立

守りの収益基盤（製氷機）と成長エン

ジン（業務用冷蔵庫）の組み合わせ

成長市場における確実性を重視した

持続的な成長

機

会

飲食外市場における高付加価値領域の

拡張

更新・保守を起点とした継続的な拡大

業務用冷蔵庫・SCC・フォーゲルの

成長

コンビニ・リテール市場の拡大

業務用冷蔵庫の市場シェア拡大

トルコ（オズティ）を基盤とした

周辺地域展開開拓

インドを主軸とした高い成長ポテン

シャル

東南アジアにおける域内生産・域内

販売モデル

市

場

特

性

人手不足・人口減少

更新・保守需要が中心

最大規模で安定成長市場

機器の価格帯は高単価

成熟市場（西欧）

環境規制・品質要求の高まり

高成長だが地域差が大きい

需要立ち上がりの見極めが重要

競

争

環

境

高い市場シェアと全国的な営業・サー

ビス網

サービス品質・信頼性を源泉とした競

争

ブランド力・製品ラインアップ

グループシナジーが競争力の源泉

技術力・価格帯別の競争

役割分担による効率的な市場対応

ローカル競合との価格競争

差別化・付加価値を軸とした競争

競

合

度

(

相

対)

こうした考え方のもと、エリアセグメントの特性に応じた戦略の実行について説明します。

激しい 穏やか

欧州

激しい 穏やか

トルコ

激しい 穏やか

インド

激しい 穏やか

その他
激しい 穏やか激しい 穏やか



中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04

- エリア戦略の考え方

- 国内 事業戦略

- 米州 事業戦略

- 欧州 事業戦略

- アジア 事業戦略
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2029年 国内事業の方向性

中期戦略説明会資料

国内事業は、直販・直サービスの強みを活かし、飲食市場および飲食外市場において顧客課題の解決力を高めることで、持続的な成長
と収益性の向上を目指します。

国内事業 基本方針 2029年 国内事業 業績目標

■ 2029年 売上高目標 ■ 2029年 調整後営業利益目標※

2,020 
2,175 

2,267 

0

750

1,500

2,250

3,000

2023年 2024年 2025年 2029年

(目標)

238 

287 
304 

11.8%

13.2% 13.4%

0.0%

4.5%

9.0%

13.5%

18.0%

0

150

300

450

600

2023年 2024年 2025年 2029年

(目標)

営業利益率

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費を控除して算出。

15%

売上CAGR
（25→29年）

+4〜5％

売上高(億円) 営業利益(億円)
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成長戦略

 直販・直サービスの強みを活かした、飲食・

飲食外市場における顧客課題の解消・提案強

化

収益性改善
 営業・サービスを起点とした事業の高度化

 管理間接部門の構造改革（固定費削減）

投下資本
回転率向上

 製造・販売一体での最適在庫の維持

 メンテ付リース、保守契約増加による前受金

の獲得

重点度

重点度：2029年に向けた成長を実現する上で、特に重点的に取り組む戦略テーマ

高



国内事業における成長戦略

中期戦略説明会資料

国内事業では、直販・直サービスを起点とした顧客接点を強化し、市場特性に応じた成長戦略を展開します。飲食市場での安定基盤の
確保と、飲食外市場での高付加価値提案により、成長機会の最大化を図ります。

2029年 各セグメント売上高目標 市場別 成長戦略

その他

サービス

飲食

飲食外

0

800

1600

2400

3200

2025年 2029年

(目標)

売上CAGR
(25→29年)

+5〜7％

+4〜6％

+4〜6％
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（億円）

※国内販売会社における売上高目標。

共通

直販・直サービスの強みを活かした顧客課題の解消・提案強化

 営業とサービスの連携による商談機会の最大化

 全国約430拠点の地域密着型基盤を活かした対応力の強化

 サービスメニューの充実による売上拡大モデルの深化

 製造・販売一体となったマーケティング機能・商品力の強化

飲食市場

(安定収益基盤
の確保)

 サービスを起点とした更新・入替需要の確実な獲得

 個店、地場/大手チェーン店などの顧客特性に合わせた提案型営業の推進

飲食外市場

(成長ドライバー
の高度化)

 セグメントごとの顧客課題（省人化・業務効率化）起点の高付加価値案件獲得

 協業等を通じた対応領域の拡張

[重点顧客セグメント]

病院・高齢者施設、加工販売業、流通販売業、基幹産業、宿泊施設



国内事業における収益性改善戦略

中期戦略説明会資料

収益性改善に向けて、営業・サービスを起点とした事業の高度化と、管理間接部門の構造改革を進めることで、高付加価値な成長を確
実に利益へとつなげていきます。

2029年 調整後営業利益目標 収益性改善の主要施策

粗利率向上

（価値で稼ぐ）

営業・サービスを起点とした事業の高度化

 原材料価格の高騰トレンドを踏まえた機動的なプライシング

 営業・サービス成功事例の高速水平展開

 サービスメニューの充実による収益力の強化

 スケールメリットを生かした集中購買力の強化

 営業人員・サービス人員の早期戦力化のための人材育成強化

 営業支援システム（SFA）を活用した効率的・効果的な営業活動

 生産地最適化・集約による製品加工費の低減

販管費
コントロール

（効率化）

管理間接部門の構造改革（固定費削減）

 業務標準化・見える化による間接コストの最適化

 集約化・シェアード化による固定費構造改革

238 
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11.8%

13.2% 13.4%
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18.0%

0
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2023年 2024年 2025年 2029年

(目標)

営業利益率

15%

営業利益(億円)

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費を控除して算出。
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+1.6Pt.
粗利率改善

+1.3Pt.

販管費率改善
▲0.3Pt.



中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04

- エリア戦略の考え方

- 国内 事業戦略

- 米州 事業戦略

- 欧州 事業戦略

- アジア 事業戦略

30



2029年 米州事業の方向性

中期戦略説明会資料

安定成長が続く市場環境の下、中核である製氷機事業を起点に、グループ連携による冷蔵庫事業の拡大を通じて、成長と収益性を両立。
グループ連携によるシナジー発揮とコスト構造最適化により、環境変化に左右されにくい事業を構築していきます。

米州事業 基本方針 2029年 米州事業 業績目標

成長戦略

 製氷機を中核とした安定的な事業基盤の確立

と、冷蔵庫を軸とした成長ドライバーの形成

 マルチブランド体制による顧客価値拡張と事

業価値の最大化

 多様な顧客・業態に対応可能な販売チャネル

基盤の増強

収益性改善

 グループ連携によるコスト構造の最適化

 製品・顧客・原価構造の最適化による粗利率

向上

 販管費コントロールによる利益構造の強化

投下資本
回転率向上

 成長領域を踏まえた投資配分と投資判断の適

正化

 売上債権の管理強化

 PSI改善・リードタイム短縮による在庫削減

 市場ニーズを捉えた新製品投入への投資

 のれんを意識した買収後シナジーの実現

■ 2029年 売上高目標 ■ 2029年 調整後営業利益目標※
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13%
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（25→29年）

+13％

売上高(億円) 営業利益(億円)

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費を控除して算出。
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フォーゲル除き

+6％

重点度：2029年に向けた成長を実現する上で、特に重点的に取り組む戦略テーマ

高

重点度

高



米州事業における成長戦略

中期戦略説明会資料

中核である製氷機を起点に、グループ連携による冷蔵庫事業の拡大、並びに事業領域の拡張を通じて、持続的・継続的な売上成長を実
現します。米州域内グループ各社の強みを活かしシナジー発揮することで、成長と収益性の両立を目指します。

2029年 各社売上高目標 米州事業 成長戦略

ホシザキ

アメリカ

ランサー

ジャクソン

マコム

SCC

フォーゲル

0

500

1,000

1,500

2,000

2025年 2029年

(目標)

売上CAGR
(25→29年)

+2％

+6％

+7％

+10％

+10％

フォーゲル
2027年連結予定

※2025年のSCCは通期換算にて算出。各社の売上高目標は
内部取引を含む。
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（億円）

製氷機事業を
軸とした安定成長

 製氷機を米州事業の収益基盤として維持・強化

 新製品投入および販売チャネル拡大による安定的な売上成長

 主力製品としての継続的な需要を確実に取り込む

業務用冷蔵庫
による

成長の加速

 中価格帯を中心とした業務用冷蔵庫の販売拡大

 市場ニーズを捉えた商品展開による成長機会拡大

 冷蔵庫事業を米州事業における中期的な成長ドライバーとして位置づけ

グループ連携
による

事業領域の拡張

 SCC・フォーゲルを含む米州グループ会社との連携強化

 製品・顧客・販売チャネルを跨るシナジー創出

 完成した冷凍冷蔵機器ポートフォリオを活かした成長加速



米州事業における収益性改善戦略

中期戦略説明会資料

グループ横断の事業連携による付加価値創出・粗利率向上と、個社の生産性を意識した販管費コントロールによる収益基盤強化の両輪
により、収益性の持続的な改善を図ります。

2029年 調整後営業利益目標 収益性改善の主要施策

粗利率向上

（価値で稼ぐ）

米州域内の新旧グループ連携による付加価値創出と収益力強化

 マルチブランド体制を活かした販売・供給連携による収益機会の拡大

 グループ横断での開発・製造・購買・物流・サービス連携による

コスト構造の最適化

 製品・顧客・原価構造の最適化による粗利率の安定的な改善

販管費
コントロール

（効率化・生産性）

効率化・共通化による利益構造の下支え

 共通機能の集約・業務効率化による販管費の最適化

 人材・投資の重点化と選別による固定費構造の改善

 IT・ERP活用による間接コスト構造の最適化

 部材共通化・共同購買等を通じたコストダウンの継続的推進
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13%

営業利益(億円)

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費を控除して算出。
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+3.9Pt.
粗利率改善

+2.1Pt.

販管費率改善
▲1.8Pt.



SCCの事業概要と市場におけるポジション

中期戦略説明会資料

 中高価格帯を中心とした食品・飲料用の中・小型オープンショーケース

の開発・製造・販売を手がける

 フードサービス（レストラン、カフェ、コンビニエンスストア）および

スーパーマーケット向けに、代理店経由と直接販売を組み合わせた事業

モデルを展開

 特許に裏付けられた温度管理技術および高い省エネ性能を強みとする高

付加価値製品

 顧客要望に応じた製品のカスタマイズに柔軟に対応

 域内部品を多用した米国内製造により、生産リードタイムの短縮を実現

事業概要と強み

SCCは、ホシザキの米州事業の主戦場であるフードサービス関連市場において、中・小型ショーケースを中心に温度管理技術、省エネ
性能、顧客ニーズに合わせた柔軟なカスタマイズを強みに、ショーケースの市場シェアトップを有しています。

会社名 Structural Concepts Corporation

所在地 アメリカ合衆国ミシガン州ノートン・ショアーズ

設立年 1972年

事業内容 小型・中型ショーケースの製造販売

主な顧客 レストラン、カフェ、スーパーマーケットなど

工場 2工場（いずれもミシガン州）

34

主な取り扱い製品



SCCのM&Aが目指す価値創出

中期戦略説明会資料

SCCのM&Aにより実現する戦略的価値

SCCは、新たなシナジーの創出を通じて、グループ全体の商品ポートフォリオの完成度と成長性を一層高めることを目的に、ホシザキ
グループに迎え入れた事業会社です。

米州における商品ポートフォリオの強化・拡大

 製氷機、冷蔵庫、ディスペンサー、食器洗浄機に加え、ショーケース領域

を獲得することで商品群が拡大

主戦場のフードサービス販売ルートにおける競争優位性の強化

 ホシザキの主戦場であるフードサービス分野において、ショーケース市場

シェアトップのSCCの強力な販売基盤を活用

グループ連携による増販機会の拡大

 SCCのスーパーマーケット向け販売網を活用したグループ製品の展開

 既存グループ会社顧客へのSCC製品提案

技術シナジーの創出

 特許に裏付けられた高性能・高効率・省エネ技術をグループ製品へ活用

グループシナジーを最大化するM&A

35

米州主要グループ各社と製品ラインアップ

ホシザキ
アメリカ

 製氷機

 業務用冷蔵庫

ランサー  飲料用ディスペンサー

ジャクソン  食器洗浄機

SCC
 小型・中型

ショーケース



SCCの事業成長と成長戦略

中期戦略説明会資料

SCCは、ショーケースで市場シェアトップの強みを軸とするオーガニック成長に加え、米州域内グループ各社との連携を通じた事業規
模の拡大により、持続的な成長を実現していきます。

売上成長の方向性 今後の成長戦略

成長戦略

＜オーガニック成長＞

 コンビニ・スーパーマーケットにおける高利益率な調理済み食品の展示ニーズを

捉え、高性能な中・小型オープンショーケースの販売を拡大

 SCCの複数製品を組み合わせた提案による顧客単価の向上

 学校・病院・企業施設など、非飲食店分野への製品展開

 フードロス削減や在庫管理効率化に対応するスマート機能付き次世代機器（自動

販売機）への展開

＜シナジー成長（米州グループ連携）＞

 ホシザキグループ参画によるブランド力向上を活かした販売拡大

 米州グループ内の他ブランド製品とのクロスセルによる販売機会の創出

 複数商品群を組み合わせたワンストップソリューション提供による顧客対応力の

強化0

120

240

360

480

2025年 2029年

(目標)

売上高(億円)

売上CAGR
(25→29年)

+10％
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※2025年は通期換算にて算出。



SCCの収益性改善と利益成長

中期戦略説明会資料

SCCは、事業規模拡大を追求するなか、製品ミックスの強化・最適化や、オペレーション改善とグループシナジーを通じて収益性の向
上にも取り組み、利益成長を着実に実現していきます。

利益率改善の方向性 収益性改善に向けた主な取り組み

収益性改善

＜オーガニック改善＞

 高性能・高付加価値製品ミックスの強化による利益率改善

 製品設計および製造プロセスの見直しによる生産性向上

 戦略調達による原価競争力強化

＜シナジー改善（米州グループ連携）＞

 米州グループ内における部材の共同調達や、最適地生産の活用によるコスト低減

 グループ内のノウハウ横展開による、更なる生産性向上および加工費の削減

 サプライチェーンおよび物流の最適化による販管費効率化
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18%

営業利益(億円)

37

営業利益率

※2025年は通期換算にて算出。企業結合に係る投資差額
（のれん及び無形固定資産等）の償却費を控除して算出。



中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04

- エリア戦略の考え方

- 国内 事業戦略

- 米州 事業戦略

- 欧州 事業戦略

- アジア 事業戦略
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重点度

2029年 欧州事業の方向性

中期戦略説明会資料

製氷機で確立した市場シェアと収益基盤を活かしつつ、業務用冷蔵庫を成長の軸として市場シェア拡大を進めます。併せて、トルコの
オズティを中核事業会社と位置づけ、欧州および周辺地域への拡大を通じて、事業規模の拡大と収益性改善の両立を図ります。

欧州事業 基本方針 2029年 欧州事業 業績目標

■ 2029年 売上高目標 ■ 2029年 調整後営業利益目標※
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13%売上CAGR
（25→29年）

+3％

売上高(億円) 営業利益(億円)

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出。

39

成長戦略

 製氷機を核としつつ冷蔵庫の市場シェア拡大
 大手・主要顧客の獲得・深耕による販売拡大
 オズティの地理的優位性を活かした欧州およ

び周辺地域での成長

収益性改善

 グループ会社間連携によるコストダウンシナ
ジー創出

 製氷機付加価値モデルの拡販による製品ミッ
クス・価格帯構成・原価構造の改善

 ERP導入や構造改革を通じた経営体質の強化

投下資本
回転率向上

 成長領域を踏まえた投資配分と投資判断の適
正化

 売上債権の管理強化
 事業運営改善による在庫適正化
 生産効率改善やキャパシティ増の設備投資
 市場ニーズを捉えた新製品投入への投資

重点度：2029年に向けた成長を実現する上で、特に重点的に取り組む戦略テーマ

高



欧州事業における成長戦略

中期戦略説明会資料

成熟市場である欧州において、ホシザキヨーロッパとブレマそれぞれの製氷機で確立した市場シェアと収益基盤を活かし、冷蔵庫を成
長の主軸として市場シェア拡大を進めます。オズティは、トルコ国内・欧州および周辺地域への販売拡大で持続的な成長を実現します。

個社別 成長戦略

ホシザキ
ヨーロッパ

高価格帯製氷機で築いた顧客基盤を活かし、冷蔵庫成長を目指す主軸会社

 高価格帯製氷機で確立した域内でのポジションと顧客関係を活かし、大手・主要

顧客の獲得・深耕を通じて冷蔵庫の拡販を推進

ブレマ

製氷機中価格帯における高プレゼンスで“安定成長を支える基盤事業”

 中価格帯製氷機の拡販を通じ、欧州市場でのグループプレゼンス強化を支える

 安定成長と複数ブランド対応含む域外輸出拡大により、持続的な成長を実現

オズティ
（トルコ）

欧州事業の成長を牽引する「トルコ内需×輸出の拡張エンジン」

 トルコ国内市場における高い市場シェアを背景とした内需成長

 中東・中央アジア・アフリカ市場など、域外市場への輸出販売拡大

 業務用冷蔵庫・食器洗浄機の拡販を通じた欧州事業の成長牽引
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2029年 各社売上高目標

※各社の売上高目標は内部取引を含む。
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（億円）



欧州事業における収益性改善戦略

中期戦略説明会資料

成熟市場である欧州において、グループ連携を活かした付加価値創出による粗利率向上と、共通化・効率化を通じた販管費コントロー
ルを両輪として、営業利益率の改善を構造的に推進します。

2029年 調整後営業利益目標 収益性改善の主要施策

粗利率向上

（価値で稼ぐ）

グループ連携と製品戦略による付加価値創出

 欧州各社・オズティの連携による生産・供給・販売の広域最適化

 オズティを含む事業連携を通じた中東・中央アジア・アフリカ向け展開拡大とス

ケール効果の創出

 製品ミックス・価格帯戦略・原価構造の最適化による粗利率の安定的な改善

 冷蔵庫（中高価格帯）を軸とした収益性の高い製品構成への転換

 製氷機の高収益モデル比率の維持・拡大

販管費
コントロール

（効率化・生産性）

共通化・効率化による利益構造の下支え

 欧州共通ERP導入による業務効率の継続的改善

 間接部門・オペレーション最適化を通じた販管費構成の見直し

 投資・人員配置の選別による販管費率の安定化

 グループ共通基盤（ERP・調達・サービス）の活用による固定費構造の最適化
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※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出。
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+4.1Pt.

粗利率改善
+3.0Pt.

販管費率改善
▲1.1Pt.



オズティの事業概要と欧州・周辺地域における戦略的役割

中期戦略説明会資料

オズティは、成長市場であるトルコにおいて高い市場シェアとブランド認知を有し、今後の成長ポテンシャルが大きい企業です。当社
グループの欧州および周辺地域における事業拡大と収益性改善を支える中核事業会社と位置付けています。

42

 トルコ国内において高い市場シェアを有する総合厨房機器メーカー

 調理・加熱機器をはじめとする幅広い製品ラインアップを展開

 トルコ国内および周辺地域に向けた販売・サービスネットワークを保有

 成長市場であるトルコおよび、欧州・中東・アジアを結ぶ地理的優位性

を背景に、周辺地域向けの安定した供給体制を構築

 トルコ国内および輸出の双方において、代理店ルートに加え、ホテルや

ショッピングセンター向け厨房プロジェクトビジネスに強み

オズティの戦略的役割

成長市場における強固な事業基盤

 トルコ国内で確立した販売・サービスネットワークと高い市場プレゼンス

 中長期的な成長余地を有する市場における継続的な需要取り込み

欧州・周辺地域における供給・生産ハブ

 トルコを起点とした周辺地域向け輸出ビジネス

 外食産業の拡大を背景とした業務用厨房機器需要への対応

コスト競争力を活かした収益基盤の強化

 原価・調達面での競争力を通じた収益性の下支え

 グループ内他拠点との連携によるコスト最適化

成長と収益性改善を両立する事業運営

 高成長市場での売上拡大

 効率的な生産・供給体制による利益創出

会社名
Oztiryakiler Madeni Esya Sanayi ve
Ticaret Anonim Sirketi

所在地 トルコ

設立年 1958年

事業内容 業務用厨房機器の製造・販売

主な市場 トルコ国内、欧州・中東・周辺地域

工場 3工場（イスタンブール、チョルル、アンタルヤ）

成長市場を起点に、グループの収益基盤と
供給力を支える中核地点

事業概要と強み



オズティの成長・収益性改善に向けた戦略

中期戦略説明会資料

トルコ国内において中高価格帯の幅広い製品ラインナップで獲得したブランド認知を軸に持続的成長を実現することに加え、欧州およ
び中東・周辺地域において販売拡大と収益獲得を進めると共に、コスト最適化・経営体質強化により収益性の改善を図ります。

オズティの成長と収益性向上を実現する戦略の方向性

成長戦略

 インフレ下で成長を続けるトルコ市場での販売基盤強化

 中高価格帯を中心とした幅広い製品ラインアップによる市場拡大の取り込み

 ホテル・レストラン等の大型厨房プロジェクト案件における受注拡大

 欧州・中東・周辺地域への展開を通じた輸出成長の推進

 ホシザキグループ内への供給拡大を通じた成長機会の創出

収益性改善

 トルコ拠点の製造競争力を活かした原価・供給コストの最適化

 製品設計・調達の見直しによるコスト効率の向上

 販管費構造の見直しを通じた固定費の最適化による経営体質強化

 欧州エリア内グループ会社との協業による調達・生産プロセスの効率化
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売上成長および利益率改善の方向性

営業利益率売上高(億円)

※企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出。
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中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04

- エリア戦略の考え方

- 国内 事業戦略

- 米州 事業戦略

- 欧州 事業戦略

- アジア 事業戦略
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中期戦略説明会資料
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売上高(億円) 営業利益(億円)

2029年 アジア事業の方向性

マクロ経済・人口動態を背景に高い市場ポテンシャルを有し、グループ全体の成長を中長期的に牽引する中核セグメントです。インド
のウエスタンを主軸に、東南アジアでは地産地消モデルによる安定成長を図り、中国・東アジアでは構造改革を通じた収益性重視の成
長を進めます。

アジア事業 基本方針 2029年 アジア事業 業績目標※1

■ 2029年 売上高目標 ■ 2029年 調整後営業利益目標※2

15%以上

※1 各地域の需要動向を見極めながら、確実に取り込める成長を前提に設定
※2 企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の償却費を控除して算出
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成長戦略

 ウエスタンを主軸とした高成長市場での事業

拡大

 東南アジアにおける地産地消モデルの確立

 中国・東アジアでの高価格帯・主要顧客に集

中した選別成長

収益性改善

 プレミアム製品・省エネ製品比率の拡大を通

じた粗利率の向上

 現地生産・現地調達の拡充によるコスト競争

力の強化

 ウエスタンの調達規模を活かしたグループ横

断でのコスト競争力強化

投下資本
回転率向上

 成長性の高い地域・事業を見極めた重点投資

 在庫水準や供給体制を意識した管理の実施

重点度：2029年に向けた成長を実現する上で、特に重点的に取り組む戦略テーマ

重点度

高



中期戦略説明会資料

アジア事業における成長戦略

高い成長性と収益力を有するインドをアジア最大の成長エンジンと位置付け、グループ全体の成長を中長期的に牽引します。東南アジ
アおよび中国・東アジアにおいては、それぞれの市場特性に応じた事業展開を推進し、安定成長を進めます。

地域別 成長戦略

インド

アジア最大の成長エンジンとして、量と質を両立した成長を実現

 ビジクーラー・ディープフリーザー等の量的拡大に加え、プレミアム製品・省エ

ネ製品の拡販により収益力を強化

 地方都市を中心とした中小規模飲食・小売市場の開拓と、全国販売・サービス網

を活かした継続的な成長基盤の確立

東南アジア

域内生産を基盤とする地産地消モデルによる安定成長

 ベトナム(アリコ)を冷蔵庫生産の中核拠点とし、域内生産・域内販売による価格

競争力と供給力を強化

 多店舗展開する大手・主要顧客の獲得・深耕と、中価格帯製品の拡販により東南

アジアでのプレゼンス拡大

中国
東アジア

高価格帯・重点顧客に集中した構造改善による回復を目指す

 大口顧客や日系顧客などの主要顧客への集中と、高価格帯・高付加価値製品への

シフトにより、収益性重視の安定成長を確保
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2029年 各エリア売上高目標

※各社の売上高目標は内部取引を含む。
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中期戦略説明会資料

アジア事業における収益性改善戦略

インドのウェスタンにおける力強い売上拡大および収益獲得を戦略の軸に据えつつ、製品ミックスの高度化、現地生産・調達の拡充、
各地域の特性を踏まえたオペレーション効率化により、営業利益の安定的な成長を図ります。

収益性改善の主要施策

粗利率向上

（価値で稼ぐ）

製品ミックス高度化と現地生産・調達、グループ基盤活用による収益力強化

インド

 プレミアム製品・省エネ製品比率の拡大による単価・粗利率の向上

東南アジア

 アリコ(ベトナム)での冷蔵庫現地生産による原価低減と価格競争力の強化

中国・東アジア

 高価格帯・重点顧客への集中による収益性重視の販売構造への転換

グループ基盤活用

 ウエスタンの大規模調達を起点とした購買力活用によるコスト競争力強化

 生産・調達ノウハウ横展開、部材共通化によるコスト競争力強化

販管費
コントロール

（効率化・生産性）

現地化とオペレーション効率化による利益構造の改善

 現地組織の生産性向上と、人員配置・間接費最適化を含むオペレーション効率化

 ベトナムを拠点としたサービス・研修機能整備による、東南アジア域内のサービ

ス品質・人材基盤強化
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営業利益率営業利益(億円)

2029年 営業利益目標

※ 企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の
償却費を控除して算出。
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中期戦略説明会資料

これまでの経営の振り返りと課題認識0１

次期中期経営計画に向けた経営方針・財務戦略

エリア戦略（成長と収益性の両立）

総括

02

03

04
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企業価値向上に向けて

中期戦略説明会資料

次期中期経営計画(2027〜2029年)においては、これまでの成長投資の成果を着実に収益へと結びつけるとともに、事業ポートフォリオ
全体の構造改革を推進することで、利益成長と資本効率の両立を図り、企業価値の持続的な向上を目指します。

利益成長を見据えた構造改革に取り組み、資本効率・利益率改善とともに企業価値向上を実現

中期戦略方針

■ 2029年 財務目標(全社)

指標 2025年実績 2029年目標

収益性・
効率性

ROIC（※1） 12.3％ 14％

ROE 10.1％ 14％

調整後営業利益率
（※2）

12.6％ 15％

規模・
成長性

売上高
（新規M&A除く）

4,859億円 6,500億円

■ キャッシュアロケーション(3年間累計)

営業CF等 1,800億円 利益増加及び資産回転率改善により増加を目指す

設備投資 500億円
事業ポートフォリオに基づく成長投資及び、持続
的成長を支える基盤の強化に投資

戦略投資
(M&A・

自己株式取得)

650億円 新規優良M&A及び機動的な自己株式取得の実施

配当 650億円 配当性向40%以上を目標に安定配当を実施

期末現預金
（2029年）

1,500億円以下 適切な運転資金及び安全資金を保持
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※1 セグメントROIC=調整後営業利益（税引後）÷（（有形固定資産・のれん・使用権資産・無形資産）+ 棚卸資産 + 営業債権 － 営業債務）
※2 調整後営業利益率は、営業利益から企業結合に係る投資差額（のれん及び無形固定資産等）の償却費及び超インフレ会計による影響額を控除して算出



企業価値向上を実現するための市場との対話

中期戦略説明会資料

当社が描く成長戦略や資本効率改善は、

実行され、理解され、市場で適切に評価されて

はじめて企業価値として結実します。

戦略と数値を一方的に発信するのではなく、

市場との継続的な対話を通じて理解を深め、

経営へのフィードバックとして活かすことで、

企業価値向上

の好循環を生み出していきます。
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中期戦略説明会資料

免責事項

本資料に記載されている業績予想・計画ならびに将来予測は、本資料の発表日現在に

おいて入手可能な情報および、将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によっ

て大きく異なる結果となる可能性があります。
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